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1.は じめに

阪神淡路大震災以降,初動期における情報の空自期をな

くすために多くのシステムが開発され,危機対応機関に導

入されている.例えば,最近では,地震発生を瞬時に知ら

せるシステムとして,2004年 2月 から気象庁により試験

運用されている緊急地震速報や,総務省消防庁が構築を行

つている全国瞬時警報システム (J¨Ale■)な どがある.こ

れは,震源に近い観測点でこの P波 を提え,こ れから直ち

に震源,地震の規模 (マ グニチュー ド)及び各地の揺れの

強さ (震度)を推定し,これを情報として迅速に利用者に

提供するものである.ま た,こ れ らの震度情報から瞬時に

各地の震度分布や被害推定を行 うシステムなどの導入が

進む.確かに,緊急地震速報や,全国瞬時警報システム

(J‐Ale■ )な どの危機の発生を事前に知るための技術開発

や,効果的な対応を行 うことで被害を最小限に抑えるため

の技術開発は重要である。しかし,発生した危機による被

害は社会現象であり,社会現象として危機を捉えることが ,

効果的な危機対応を行 うために必要であり,その支援を行

うシステムの開発が重要である。

一方 ,標 準 的 な危機 管理 体制 で あ る ICS(InCidCnt

Co,mand Systei)1)2Dの 考え方 。体制が導入されている米

国では,危機対応を一元的に行 う拠点として危機管理セン

ター(Emcrgcncy Oper江 lons Ccntcr:EOC)を構築 し,危機対

応のための資源や対応状況の管理・調整を行つている.そ

の運 用 を支 援 す るた め に ,COP(COmmOn Opcrational
Picture)と い う標準的な共通認識を持つための枠組みを持

つている。その結果,EOCで は現在の状況を正確に把握

し,異なる多数の関係機関間で情報を共有 し,状況認識の

統一が図られている。わが国においても,こ のように,さ

まざまな情報を基に,効果的に現況把握を行い,状況認識

の統一を可能にする情報処理について検討することは重

要である.

そして,危機対応とは意思決定の連続であり,意思決定

とは,その時点で集められた情報をもとに行われる.こ れ

までの危機対応においては,情報の収集に重点が置かれ ,

集められた情報の過程については議論がされていなかつ

た.つまり,わが国では,これまで情報が集まれば危機対

応が可能 と考えられていた。しかし,適切な意思決定を行

うためには,危機発生によつて生み出される新 しい現実に

ついて,氾濫する情報の中から必要な情報だけを効果的に

抽出し,把握することが必要である.

また,危機発生のメカニズムは,危機発生の誘因によつ

て異なる.しかし,発生 した被害を社会現象 として考えた

場合,危機対応はあらゆる危機事象に共通 している.なぜ

なら,危機対応 とは,自 分が達成 したいと思つている日標

と,危機発生によつて自分が置かれた現実とのギャップを

問題として認識 し,そ の問題を解決するための最適な行動

を選択することによつてそのギャップを最小化する (目 標

を達成する)こ とであると考えられるからである.つ まり,

-1-



どのような種類や規模の危機に対 しても対応可能な一元

的なシステムの構築が可能である.

このような背景から本研究では,危機対応に必要とされ

る情報処理のあり方について明らかにすると共に,自 治体

の防災対応マニュアルの分析をもとに,わが国の危機対応

における情報処理の現状についてその内容を検証し,効果

的な情報処理を実現する枠組みの提案を行 うことを目的

とする.

2.危機対応に必要な情報の質

(1)多様な情報の利用目的

情報処理のあり方を検討する前に,危機対応を効果的に

行 うために必要とされる「情報」の質について整理を行 う.

地域防災計画や防災対応マニュアルの中で「情報」とい う

言葉がいたるところで使われている.しかし,そのほとん

どは, “震度" “震源" “総雨量" “河川水位"と いった

観測情報や, “死傷者数"や “被害家屋数"と いった被害

情報である.東田ら (2005)の 研究 うからも,被害情報を

管理項 目とする自治体の平均が,87.6%と 高水準であるこ

とがわかる。その反面,対応状況を管理項 目としている自

治体め割合は低い .

危機対応を行 う場合には,現在 どのような状況になつて

いるのかを知ることは重要である。そして近い将来どのよ

うなことが起きるのかを現在収集 された情報から予測 し,

被害を最小限に抑えるための対応を行 うことも同様に重

要である。しかし,適切な意思決定や対応方針の決定を行

うために必要な情報 とは何かを明確にしないことには,ど

のような情報を,どの精度で,いっまでに集めなければな

らないかが決まらない.つまり,利用 目的がはっきりしな

いとその時点で必要な情報が決まらない .

(2)“ informalon" と  “:nteⅢ gence"の 違い

日本語の「情報」とい う言葉を英語では, “Infomdion"

もしくは “Intclligcncc"と 訳す。つまり,英語圏では「情

報」を使い分けていることがわかる  “Infomation"と

“Intelligence"の 持つ意味について比較 した結果を表 1に

示す.表 1では,英和辞書,情報について書かれた書籍
5)o

を調べると共に, 日本政府が国会で質疑応答 した内容 つ

比較

く比較対象とした文献>
英和辞書 1:ラ ンダムハウス英和辞典 (小学館 )

英和辞典 2:リ ーダーズ英和辞典 (研究者)

英和辞典 3:ジーニアス英和辞典 (大修館書店)

書籍 1:「情報」と国家戦略 (太 田文雄)

書籍 2:イ ンテ リジェンス (マ ーク・ロウエンサル)

書籍 3:意思決定のための作成情報理論 (松村 勧)

国会答弁 :イ ンテ リジェンスの定義に関する再質問(平成 18年 3月 28日 )

など, “hfomation"と  “htelllgcncc"の定義について

比較 した。比較結果からもわかるように, “Infomation"

と “Intelligcncc"において異なる点は, “Intelligence"と

はある目的を持った上で収集 された情報であり,かつ,そ

の情報について評価・分析を行つた結果であることである.

当然,危機対応で必要 となる「情報」とは,効果的な危

機対応を行 うとい う目的達成のために必要 とされるもの

である.つまり,加工されていない情報や 目的が明確でな

い情報である “InfOmation"で はなく,目 的やニーズによ

って収集 され評価 された結果作 り出 されたものである

“In“ 1ligence"を 指している.

(3) “:nfOmation" から “inte‖ igehce" ヘ

現在,わが国の地域防災計画や防災対応マニュアル等で

は,イ ンターネットや,各 メディアを通 じた公開された情

報の他,被災地め動画や写真などの映像情報,震度計や水

位計などの計測機器によつて測定された計測情報,推定シ

ミュレーションによって得 られた情報などを収集の対象

としている そして,危機発生からしばらくすると,負傷

者数や死者数,そ して被害家屋数などといった情報が,現
場へ派遣 した職員などから収集 され,そ して集計 される.

表 2に情報源の種別についてまとめたものを示す .

そ して,これらの情報に対 して,誰が,いつ, どこで ,

どのような情報源から入手したのかを明確にする処理を

行い,さ らに,こ れ らの情報を必要とする目的に従って評

価・分析を行つた結果,初 めて危機対応を行 う意思決定者
へ報告できる内容となる.こ のような処理を行 うことによ

って,そ の情報が “Intellgcnce"と なる.

米国の ICSで は,こ の情報に対する評価・分析作業を情

報作戦部門 (Planning Sec■ On)力 S行 うことになつている

そして,そ の結果を用いて,状況認識の統一を行い,次の

活動のための危機対応計画(Incident Action Plan:IAP)を 作

成する。また,情報作戦担当の中に情報収集係(Intclligcn∝

&Infomation)を 設置する場合がある.こ こでは,業務遂

行上,特に重要と思われる情報に関して,収集・分析をお

こない,意思決定者へ報告を行 うといった情報管理上,重

要な任務を行 う.             |

表 2 情報源の種別
分■ 傷

公開情報 :OSINT 10pen‐ SOurce lntel“ gence)
新聞、雑誌、テレビによるニュース

インターネット

電波情報:S:GINT

(Signals
hte:19ence)

通信情報:COMINT
Communicatton intel‖ gence)

通信傍受、通信評定、暗号解析、

インターネット解析

レーザテレメトリー情報:EttNT

(EЮctro mte‖●ence)
電子情報、

電波発信所の位置・能力の解析

画像情報:IMINT omagery lnte‖ gence)
偵察衛星による画像・写真

三次元の地理・空間情報

計測情報:MASIN「

(MeaSurement and Stnatutt ntel‖ gence)

大きき、熱、化学組成、振動、

形状といった計測可能な情報

人的情報:HUMlNT(Human mtel‖ gence)
スパイによる情報

コンピュータ・ハッカー

(4)情報過程 (イ ンテリジェンス・サイクル )

CIAの情報過程 (The lntenigence Cyde)助 を参考に情報

過程を整理する.情報過程 とは,収集計画 。収集 ,処理・

分析・共有のサイクル となる しかし,こ れまでの検討結

果から,本研究では,情報 (Intelligence)と は目的を持っ

た情報であると考え,こ のサイクルに,“情報要求"と “収

集計画"を追加 した.理由としては,情報には,情報を必

要とする人 (カ スタマー)が必ず存在 し,そ の要望に沿つ

た情報を集める必要がある.つ まり,情報過程において ,

表 1 1:nfOrlnalon“ と“:ntelligence"の
●奢文献 lnfomallon

英和辞典1 情報・たより・報遺・知識・見聞・学議 知性・知力・理解力・知恵・o取に関して得た情
報を評価して出す)結論・決定

英和辞″ 通知・報知・報告・情報・知臓・見聞・知 理解力・思考力・知力・知能。(特に重要な事
柄の)情報・藤報

英和辞典3 知らせること・情報・資料・知議・報通・
報告

知性・理解力・思考力・知性・情報・報通・知識

書籍 1 評価されない素材 数多くのインフォメ=ションを収集・加工し、総
合分析し評価解釈を施した上で生まれてくる

書籍2 インフォメーションは必ずしも全てイン
テリジェンスとは限らない

政策決定者の二‐ズに合致するように収集・

織査されたインフォメーション

書籍3 ・役立つ知識か否かの燿別・評価 (通

時・適切性)と真蠍 正確性)の 評価・判
定をしていない知識

・情報資料

・役立つ知臓か否かの選別・評価 (適時・適切
性)と真偽F確性)の 評価・判定をおこなつた
知識

国会答弁 情報・報通・知らせ 知能・理知・英和・知性・理解力・情報

知的に加工・集的された情報
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・どのような情報がほしいのか
。何を決断するために必要なのか

・どんな判断をしなければならないのか

・いつ決断をしなければならないのか

などの要求が存在 してはじめて,どのような情報が必要 と

なるのか明確になる。そして,これらの要求に従って,情
報は集められ,処理 される その結果の情報過程を図 1

に示す .

まず,情報要求とは,危機対応のための意思決定を行 う

意思決定者が,日 標を達成するために,「何を,いつ,決
断するのか」を明確にすることによつて,必要となる情報

を入手する要求を出すことである.次に,その要求に従つ

て,「入手可能な情報の列挙」や 「優先順位付け」などの

情報収集計画を作成 し,収集指示を各関係機関に出す そ

のときに,どの情報源を利用するのか,よ り詳細な情報項

目,報告期限,場所,方法等の指示を行 う

次に,情報を扱 う関係部局によって,必要 とされる情報

の収集が行われる。しかし,単に収集を行つただけでは ,

利用ができない。そのため次に行 う処理は,集められた情

報に番号を付与 し,整理区分に従って整理を行 う。この時

点で,情報の適時性や適切性の判断を行い,必要でないも

のは不要な情報 として破棄する.た だし,こ の時点で捨て

るのではなく,再利用可能な状態 とする.最終的には,信
頼性や正確性の判断を行 う。この処理を 1次処理 とする

次に,情報を整理 し,報告できる形に編集を行 う。これが

2次処理である 最終的に,これ らの情報が日標を達成す

るために必要かどうかの妥当性の分析を行い,その結果を

意思決定者に報告することによって,次の意思決定が行わ

れる.

このようにして,あ る目的によって集められた情報を,

必要な処理を行った上で,意思決定者へ報告することによ

って,当 初設定 した達成目標に沿つた意思決定が可能とな

る.

図 1 情報過程 (The:ntd!oence cyde)

3.わが国の防災対応マニュアルにおける情報過程

の分析

(1)分析の対象

ICSの枠組みから情報過程に従つて整理した内容につ

いて,わが国の自治体の計画に記載されている内容と比較

を行う.本研究では,1995年に発生した阪神淡路大震災

によつて甚大な被害を受けた神戸市の計画を比較対象と

した.理由としては,神戸市では,地域防災計画とは別に,

震災の経験から,地震発生時の危機対応内容を具体的に記

述した防災対応マニュアル (概要版)0と 防災対応マニュ

アル (本編版)の作成を行つている.こ のマニュアルでは,

地域防災計画には記載されていない,詳細な行動内容が記

載されているため,研究の対象としている情報過程の分析

が可能である。ただし,防災対応マニュアル (本編版)に
ついては,詳細な業務内容やチェックリスト,様式等が記

載 されているが,平成 9年度以降ほとんど修工 。更新が行

われていないため,本分析では主に概要版を中心に業務の

整理を行 うこととした .

防災対応マニュアル (概要版)では,危機対応を大きく

40の業務単位に分類 している。今回の分析では,情報過

程について分析を行 うことを目的としているため,以下の

条件で対象となるマニュアルを選択 した。

・ 発災後 72時間を目安に,緊急性の高い災害対応業務

について書かれていること

・ 主に情報を扱 うマニュアルであること

・ 部局間での情報のや り取 りや,業務連携が行われて

いること

選択 されたマニュアル名 と主に担当する部局。課名につい

て整理 したものを表 3に示す

(2)業務の整理手順

分析を行 うために,現行のマニュアルについて,記載内

容の整理を行った.業務の整理手順を図 2に示す .

図 2 業務の整理手順

a)業務の抽出

マニュアルから,危機対応を行 う上で必要 とされる最小

単位の業務 (以下 “まとまり仕事 “とい う。)を抽出する.

業務の抽出方法は,記載 された内容を主語 (誰が)・ 述語

(～ をする)。 目的語 (何を)に分解 し,述語の部分を中

心とした内容を 1つの “まとまり仕事"と する “まとま

り仕事"の中には大きく分けて次の 2種類がある。1つは ,

行動を伴 う対応業務に関するものであり,も う 1つ は,体
制り組織構造,役割,役職などに関する内容がある.例 え

ば,「 (一部省略)市長が災害対策本部長 となる」などがこ

れにあたる。最終的には分析の対象は前者であるが,こ の

段階では両者の抽出を行い整理することとする

b)業務フロー図の作成

地域防災計画や防災対応マニュアル (概要版)では業務

内容を明確にすることを目的としているために,必ず しも

その内容が時系列に記載されているとは限らない.ま た ,

複数部局にまたがる業務についても,部局ごとに記載 され

表 3 分析の対象

マニュアル名 部局・課名

災害対策本部設置・運営マニュアル

災害対策本部情報収集・伝達マニニアル
危機管理室

広報マニュアル 市民参画推進局広報課

救護活動マニュアル

要援護者支援マニュアル
保健福祉局庶務課

道路災害応急対応マニュアル 建設局庶務課

避難所開設・運営マニュアル 中央区役所総務課

(1)業務の抽出

(2)業務フロニ図の作成

(3)業務分析シートの作成

(4)部局ヒアリングの実施

(5)情報項目の整理
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ている場合があるため,業務 と業務の関係や部局間の連携

関係を把握することが難 しい このような問題を解決する

ために “業務フロー図"の 作成を行 う “業務フロー図"

とは,部署ごとに,時系列に, “まとまり仕事"を配置 し

た流れ図である しかし,単に時系列に配置 しただけでは

完全な流れ図にはならず,途中で業務が途切れるものや ,

部局間で連携が図れていないものが出てくる場合がある.

このような部分については,後に行 う部局ヒアリングで内

容を確認 し,修正する.こ のような作業を繰 り返すことに

よって,既存の計画の問題点や不備などを見直すことが可

能 となる

o)業務分析シー トの作成

次に, “業務フロー図"を基に “業務分析シー ト"の作

成を行 う “業務分析シー ト"と は, “業務フロー図"の

流れに従つて “まとま り仕事:を「いつ (ト リガー)J「 ど

こから」「誰が」「どこへ」「何を (情報内容)」 「どの

ようにして (手段)」 「どのような様式で」の項 目で整理

したものである.なお, “業務フロ,図 "と 同様に,「防

災対応マニュアル (概要版)」 では記載 されていない内容

がある.特に日本語の特徴 として主語が省略される場合が

多いために,「誰が」の部分が記載 されていない場合が多

い.こ れについては,前後の文脈から推測することが可能

であるが,緊急時に早急な対応が必要とされる内容が記載

されている性質上,特に主語 (「誰が」)は明確にする必

要がある.こ のように,防災対応マニュアル (概要版)で
明記 されていない項 目については,後に行 う部局ヒアリン

グで確認 し,修正する.“業務分析シー ト"のイメージを

表 4に示す。

d)部局ヒアリングの実施

防災対応マニュアル (概要版)と “業務フロー図",“業

務分析シー ト"を用いて担当部局にヒアリングを実施する

ヒアリングでは,主に防災対応マニュアル (概要版)に記

載 されている内容で,不明確な部分や “業務フロー図",

“業務分析シー ト"の作成によつて明確になった問題点や ,

さらには防災対応マニュアル (本編版)に記載 されている

内容について,担当者に確認を行い業務内容の分析・整理

を行 う.

ヒアリングの結果,既存の計画では不明確であった内容

を “業務フロー図"に反映することにより,現実に即 した

“業務フロー図"を作成する.同時に “業務分析シー ト"

への反映も行 う.ヒ アリングを行ったスケジュールを表 5

に示す .

(3)情報項目の分類

業務の整理の結果,マニュアル毎に抽出された 469の

“まとまり仕事"の内容を,「情報要求/収集計画/収集

/集約/記録/把握/報告/決定/共有」に分類 した。ま

た,情報過程 とは関係がない内容で,体制,組織構造,役
割,役職などに関する内容は,「体制」に分類 した。また ,

収集 と集約において様式が規定されていたのは,収集が

22%で集約が 33%で あつた。主な分類例を表 6に,分類

結果を表 7示す.本分析結果から,防災対応マニュアル (概

要版)の 中から抽出された “まとまり仕事"の特徴 として

以下の点が明らかになつた .

・ 情報過程で最初におこなわれるべき
「収集計画」の記述がされていない

・  「収集」と「把握」に対 して「集約」
・  「体制」の記述が多い

「情報要求」と

の割合が低い

。 「災害対策本部情報収集・伝達」マニュアルにおい

て分析の割合が高い

表4 業務分析シー トのイメージ

表 5 ヒアリングスケジュール

表6 “まとまり仕事"の分類例

。 「広報」 「道路災害応急対応」マニュアルにおい

て共有の割合が高い
。 マニュアルによつて分布が異なる

また,これ らの結果を情報過程の視点で分析 した場合 ,

以下の点が課題 として考えられる.

・ 情報の利用目的が明らかにされないまま「収集」さ
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年月日 時 間 部局・課

平成 17年 10月 3日 市民参画推進局広報課 広 報

危機管理室 災害対策本部設置 運営

市民参画推進局広報課 広 報

危機管理室 災害対策本部情報収集 伝達

平成17年 11月 4曰 保健福祉局庶務課 枚護活動

要援護者支援

建設 局庶 務課

危機管理室 災害対策本部情報収集 伝達

平成17年 11日 24日 中央区役所総務課 避難所開設 運営

建設局庶務課 道路災害応急対rL

危機管理室 災害対策本部情報収集 伝達

中央区役所総務課 遊難所開設 運営

保健福祉局庶務課 救護活動

要援護者支援

危機管理室 災害対策本部設置 運営

分類 “まとまり仕事"の例

情報要求

～を収集する。
んを集約する。

～を記録する。

～の状況を把握する。

～を報告する。(システムに)～を入力する。

～を決定する。～を判断する。～を指示する。

～を共有する。～を広報する。～を各部に伝達する。

～を設置する。～を召集する。～の体制をとる。
～を派遣する。～を周知する。～を受け取る。

収集計画

収 集

処 理
集約

記録

分析

把握

報告

決定

共有

体制

表 7 まとまり仕事の分類結果
(単位 :%)

マニュアル名
(項目数) 菫|[

収

集

処理 分析

共 有 体 制

集約 1記録 把握 1報告 1決定

市災害対策本部設置 運営00 0 0 56 45  34 135 67  79  90 494

0 10‐ 121‐  52 ‐ 34 121  19  121  19 
‐
172

0 10‐  71   18  54  71 ‐  0    0  .429 357

0 101 65 ‐ 32  32  113  145  97 1 1131403

0  0  27  14 ‐ 14  178   0   11   55  603

0  0  0   15  15  185  185  15   15  569

0101:5  0  0  15 61 167 227 515

広報。め

救護活動
“"

避難所開設・運営。め

要援護者支援〈6D

道路災害応急対応こ0
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れている
。 「収集」を行つた情報について十分な「処理」を行

わないで報告が行われている
。 「報告」のみで内容の分析方法に関する記述はない

(4)課題の抽出

防災対応マニュアル (概要版)に記載されている危機対

応内容を, “まとま り仕事"単位に整理を行 うことで,ど
の時点で,どのような情報が必要 とされているのか明確 と

なった.その結果,新たな課題や問題点を発見することが

できた。これまで行ってきた分析結果から導き出された課

題や問題点について,下記に示す .

a)個別に行われる被害情報報告の利用方法が不明確であ

る

現在,定期的に行われる被害報告 とは別に,個別に,よ

り詳細な被害情報を集めるための様式がある.情報を集め

るとい う観点から言 うと非常に重要な内容であるが,被害

が広域 もしくは長期間に及んだ場合,多 くの情報が報告さ

れることが想定される,その中から重要な情報を選別 し,

また重複する情報を見分けることができるようにする必

要がある。このような問題を解決するために,事前にきち

んとした運用ルールを規定する必要があると思われる.

b)誰が (主語)が明記されていない “まとまり仕事"が

多い
「業務分析シート」を整理する中で,特に記載がすくな

かった (情報が欠落していた)項目が “誰が (主語)"で
あぅ これ!ま ,日 本語の特徴のひとつであるが災害対応を
行 う上では明確にする必要がある。また,主語を明確にす

る上で,担当部局の統一も同時に重要である.マニュアル

毎に部局の記載名が異なる場合があった.業務を明確にす

るためにはやはり部局の呼び名,単位等も統一する必要が

ある.

c)伝達する情報内容が明確でない

情報内容については,「防災対応マニュアル (概要版)」

では詳 しい内容が記載 されておらず,一部の様式について

は「防災対応マニュアル」の詳細版に添付されていた.今

後は,危機管理情報システムの整備などによって様式が統

一されると思われるが,システムが利用できない場合を想

定 して情報項 目の整理を行い様式の統一化を行 うことが

重要である

d)緊急時 (30分～1時間程度)に おける被害情報の集

約様式がない

特に緊急時に報告することになつている局舎内の被害

状況について,各部局から情報が集められる。しかし,そ
の情報をどのように集計し,次の対応の意思決定のための

資料 とするのかといった,処理・分析を行 うための様式が

ない。

o)初動期 (3日 まで)における区,局の被害情報報告の

集約方法が不明である

初動期に定期的に行われる被害情報報告についてその

集約方法が不明確である.こ の期間に行われる報告は,被

害状況が概数から確定情報に変化 していく重要な期間で

ある。しかし,区が行う報告と局が行う報告の情報項目が

異なる一方で,局の報告様式とこうべ防災ネットの情報内

容がほぼ同じであるところを見ると,区の報告様式も局に

合わせる必要があるのではないかと推測される.

また,集計を行う場合の問題点として,区の被害情報と

局の被害情報は単純にあわせることはできないのではな

いかと思われる。つまり,区は面的なエリア毎に集計した

ものを報告することが予想される.それに対して,局は,

業務によつて分けられているためエ リアではない視点で

の集計値 と考えられる.よ つて,これ らの区,局から報告

される被害情報を集計することは難 しいと思われる.

f)危機対応状況を管理,報告する様式がない

g)関係部局等に対応状況や意思決定内容を共有する様式

がない

初動期に集められた情報を基に,最初の危機対応のため

の意思決定が行われる.これまでは情報が集まらないため,

初動対応が遅れたという教訓から,初動期に必要とされる

情報を集めるシステムの構築や,そのための業務改善を中

心に行つてきた.その結果,情報収集に関する業務は非常

に充実したものとなっていることは今回の業務分析でも

明らかになつた。しかし,その集められた情報から危機対

応を行うための意思決定を行い,対応方針,対応方法など

の指示内容に関する情報を共有するための記載があまり

なかった.被害情報と同じく,危機対応状況を管理するた

めの業務フローや様式なども重要である.

(5)分析結果

抽出された課題を,情報過程の分類に従つて整理をする

と,以下のようになる.

“情報要求“が明確に行われていないために発生する間

題は,「 a)個別に行われる被害情報報告の利用方法が不

明確である」, “収集計画"が明確に行われていないため

に発生する問題は,「 b)誰が (主語)が明記されていな

い “まとまり仕事"が多い」。「c)伝達する情報内容が

明確でない」, “処理"が 明確に行われていないために発

生する問題は,「 d)緊急時 (30分～1時間程度)におけ

る被害情報の集約様式がない」。「|)初動期 (3日 まで)

における区,局の被害情報報告の集約方法が不明である」,

“分析"が明確に行われていないために発生する問題は,

「f)危機対応状況を管理,報告する様式がない」, “共
有"が明確に行われていないために発生する問題は,「 g)

関係部局等に対応状況や意思決定内容を共有する様式が

ない」である.

また,体制に関する記述が多い点からも,わが国の防災

計画では情報過程に視点を置いた記述内容になっていな

いことがわかる。この原因として考えられることは,今回

対象とした神声市防災対応マニュアルが阪神・淡路大震災

という特定のハザード(一部の章で風水害等のマニュアル

がある)を対象とした危機対応について記述されているた

め,想定外の危機に対して利用できるような内容になって

いない.

4.:CSの枠組みに基づ く情報過程

どのような種類や規模の危機に対しても対応可能な一

元的な危機対応を可能にする ICSの枠組みの特徴の一つ

は,危機対応における情報過程を明確にしていることであ

|  る.特にその中でも,重要な機能の一つが「責任担当期間

(01CratiOnd Period)」 の設定である.ICSでは要員の交代を

前提としてシステムが構築されているため,一定期間にお

ける目標設定や日標達成にむけた業務計画の策定や,これ

まで行つた業務の引継ぎなどを目的とした,状況認識の統

一 (COP)。 当面の危機対応計画 (IAP:hcidcnt Acicln Plan)

の作成 。日誌 (Log)の 作成とその処理手順を明確にして

いる。この考え方は,わが国でも通信 。電力・ガス事業者

といった公益事業体や,病院などの医療機関,そ して警察
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や消防といつた 24時 間継続 して業務を遂行する業種にお

いては採用されている

このようにして,意思決定された内容を危機対応に必要

な形に整理 し,状況認識の統一を迅速かつ正確に行い,関

係機関に共有することで,危機対応を効果的に行 うことが

可能 となる.先の研究 うから東田ら (2005)は ,標準的な

危機対応を可能にする組織運営体制 として,米国を始め先

進国で採用されている,lCSの枠組みの検討を行つてきた

これ らの成果を基に,情報過程 とICSの枠組みによる組織

体制を組み合わせた,ICSに基づく情報過程を実現するこ

とによって,効果的な危機対応が可能 と考える.ICSに基

づく情報過程のイメージを図 3に示す .

阪集計画卜刊墜菫」

収集 卜J  処理  H    分析    H 共有

図 3 1CSに基づく情報過程

(1)情報要求

EOCで行われる,危機対応のための,意思決定に必要

な情報が,最終的に収集 される必要がある.そのために ,

情報要求は,EOCで作成 される IAPに 基づいて行 う.

(2)収集計画

情報要求 と同じく,必要 とされる具体的な情報内容につ

いて,EOCで情報の収集計画が作成され各部局へ指示さ

れる.

(3)収集

担当部局では,EOCで作成された,情報の収集計画に

従って,適切な情報源から,適時な情報の収集を行 う.

(4)処理

収集 された情報は,各部局によつて,整理 し情報要求に

対 して,適切で適時な内容であるかどうか選別 される。そ

して,情報の信頼性や正確性について評価を行い,情報の

集約 (編集)を行 う

(5)分析

処理過程を経て作成された内容について,EOCに対 し

て報告を行い状況認識の統一 (COP)を行 う 意思決定者

は,それらの内容を総合的に検討 し最終的な意思決定を行

う.決定された内容は,対応方針や計画としてまとめられ ,

次の活動のための IAPが 作成 される.

(6)共有

分析過程で作成 された COPと IAPを 関係部局,マ スコ

ミなどに共有 し,次の活動を行 う

5。 ま とめ

本研究では,危機の発生による被害を,社会現象と捉え

ることによつて,新 しい現実を効果的に把握 し,関係機関

の間で情報を共有 し,状況認識の統一を迅速かつ正確に行

うことによつて,効果的な危機対応を可能にする ICSの枠

組みに基づいた情報過程を明らかにした。

今回の検討の結果,一元的な危機対応を可能 とするICS

の枠組みによる情報過程を,わが国における危機対応マニ

ュアル と比較することによつて,問題点や課題が明らかに

なつた.特に,状況認識の統一 (COP)。 当面の危機対応

計画 (IAP)の 作成 。日誌 (Log)の 作成 といった機能を

実現するための情報過程が明確でなく,情報を扱 う様式な

どが整理された計画となつていないことがわかった.その

結果,危機対応を情報処理の側面から見た場合,一元的な

危機に対応できるような計画になつていない また,危機

対応を問題解決 。対応方針の決定と考えた場合,意思決定

を行 うための情報要求がまったく行われていないことが

明らかとなつた.今後は,こ のような課題についてどのよ

うにして計画に反映 していくのか検討を行 う必要がある.

今後は,特に,意思決定を行 う上で必要 となるCOP,IAP
の具体的な内容の検討 と,意思決定を支援するシステムの

開発を行 う.
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